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論　説

ウェストヴァージニア州北部地区連邦地方裁判所 
における民事司法改革の評価（２・完） 

―連邦司法センターによる「和解週間」の 
評価を中心として―

小　　松　　良　　正

A.　序論
B.　裁判所及びデモンストレーション計画の概要（以上、駒澤法曹第 1号）
C.　裁判所におけるデモンストレーション計画の効果（以下、本号）
D．わが国に与える示唆

C.裁判所におけるデモンストレーション計画の効果
　裁判所が 1987年に初めて和解週間を開始したとき、この計画は未済の民事事

件を解決することを意図していた。1990年代の初頭に、裁判所および諮問グルー

プは、訴訟の費用と裁判の遅延を減少させることを目的とした民事司法改革法に

したがってこの計画を拡大し、これにより紛争が早期に解決されるよう一層多く

の当事者が訴訟事件について会合し協議することを促進しようとした。諮問グ

ループはまた、和解手続および和解協議を容易化するとのより一般的な目的をも

掲げた。以上の目的が達成されたかどうかを検討する際、「早期の」とは相対的

な概念であることに注意しなければならない。和解週間に服する事件が一般に

ディスカヴァリを完了しているという事実は、この計画から生じる和解が他の事

件と比べ「早期である」一方、それらが必然的に審理前の手続における非常に早

い段階であることを意味しているわけではない （72）。

（72） 　Donna Stienstra et. al ., Report to the Judicial  Conference Committee on Court Administra-
tion and Case Management. A Study of  the Five Demonstration Programs Establ ished Under 
the Civil  Justice Reform Act of  1990, 267 (FJC 1997).
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　この裁判所について報告を行う際、デモンストレーション計画の効果について

導き出すことのできる結論は、以下の三つの理由により限定される。第１に、デ

モンストレーション期間が始まる数年前から実質的に同様の和解週間の方式が採

用されたため、訴所処理期間を含めてデモンストレーション計画の効果を見出す

ことのできる特徴を裁判所の事件表から確認することは難しいという点である。

第２に、裁判所における比較的少数の民事事件を対象とするため、弁護士に対し

て行った調査についての回答率が高いとしても、和解週間の対象とされた事件と

そうでない事件とを比較するための十分な数の回答がないという点である。そし

て第３に、たとえ十分な数の回答が得られたとしても、和解週間に付託された事

件とそうでない事件とを比較する場合には十分な注意を払わなければならない。

なぜなら、これらの事件は比較が難しい事件だからである。和解週間に付託され

た事件は、例えばそれらの事件が和解週間により援助されるであろうとの期待に

より選択され、あるいはそれらが訴訟の一定の段階に達したため選択された一方

で、付託されなかった事件は、和解週間による援助を期待できないか、選択の対

象となる適格性に達していなかったのであり、二つのグループの比較は困難だか

らである （73）。

　以上の点に留意しつつ、以下に詳細な調査結果を論じることとする。まず第１

に、重要な調査結果を要約する。

１．調査結果の要約

　⑴　裁判官らは、一様に和解週間計画が和解により訴訟事件の一層早期の解決

を生じさせるという目的を達成している点に同意した。この目標達成にとり重要

と認められる計画の特色として、①調停セッションに当事者の参加を求めるこ

と、②調停官として十分な訓練を受けた弁護士の関与、および③この計画のイン

フォーマルな拘束力を有しない特徴、が指摘された。

　⑵　和解週間セッションが、このセッションの対象となった訴訟事件について

非常に遅く開催されたと考えた弁護士は存在しなかった。大部分の弁護士

（73）　Id. at 268.
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（76％）は、そのセッションが適切な時期に開催されたと考えた一方、24％の

弁護士がその開催は早すぎたと考えた。セッションの開催が早すぎたと回答した

弁護士のほぼすべての者が、ディスカヴァリが和解協議の際に完了していなかっ

たか、または裁判所がまだ終局的判断を求めるモーションについて判断していな

かった点を指摘した。

　⑶　和解週間に参加した弁護士の 39％が、受任事件全体が和解週間手続の結

果として和解により終結したと述べた一方で、17％の弁護士が受任事件の一部

が和解週間の結果終結し、44％の弁護士が和解週間は受任事件の和解には貢献

しなかったと述べた。

　⑷　和解週間に参加したほぼ半数の弁護士（46％）が、和解週間は訴訟処理

期間を短縮したと述べた一方で、41％の弁護士がこの計画は訴訟処理期間につ

いてなんらの効果も持たなかったと述べ、14％の弁護士がこの計画は訴訟処理

期間を増加させたと述べた。

　⑸　和解週間に付託された事件を担当した約半数の弁護士が、この計画は受任

事件の費用を減少させたと述べた一方、約 3分の 1の弁護士が費用の点でなん

らの効果もなかったと述べ、約 5分の 1の弁護士がこの計画は費用を増加させ

たと述べた。節約された費用についての弁護士の見積額は 300ドルから 100,000

ドルに及び、見積額の中央値は 10,000ドルであった。以上のような依頼人が節

約できた費用の額は、1事件につき約 45ドルの裁判所の費用で実現された。

　⑹　受任事件が和解週間により和解で終結したと回答した弁護士の方が、そう

でなかった弁護士よりも一層この手続が訴訟に要する期間と費用を減少させたと

述べる傾向が大きかった。

　⑺　弁護士が和解週間協議について最も有益であると評価した点は、順に①当

事者を和解に向かわせたこと、②当事者を一層現実的にさせたこと、③依頼人を

一層自らの事件に関与させたこと、④当事者が自らの言い分を主張できたこと、

および⑤当事者間のコミュニケーションを改善したこと、であった。

　⑻　大多数の弁護士（80％以上）が、この計画は正式なディスカヴァリの量

やモーションの数になんらの効果も及ぼさなかったと述べたが、そのような効果

があったと述べた弁護士の大部分が、ディスカヴァリとモーションはこの計画に
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より減少したと述べた。

　⑼　和解週間に参加した弁護士および参加しなかった弁護士の双方が、受任事

件の結果に満足しかつそれは公正であると考えた。

　⑽　和解週間が 1987年及び 1988年に初めて実施された際、裁判所はこの計

画により非常に多くの未済事件を終結させることができたと考えられるが、取扱

事件に関する統計は、和解週間が裁判所の取扱事件数の状況にどのような影響を

及ぼしたかについて明確な情報を提供していない （74）。

２．和解週間の効果に関する裁判官の評価

　⑴　和解週間のもたらす利益およびそれに必要とされる特徴

　裁判官らは、和解週間が和解を通して事件の早期の解決を促進するという目標

を達成している点に一様に同意している。さらに、ある裁判官は、この計画の存

在が訴訟当事者に対して「裁判所が彼らに配慮していることを示している。もっ

とも、それは最後まで当事者を苦しめる裁判官を指しているのではない。当事者

は、調停人の技量や当事者が過ごす期日により印象付けられる」、と述べた。

　このような目的を達成するために裁判官が重要と考えたこの計画の特長には、

以下のようなものが含まれる。すなわち、①調停セッションに当事者の参加を求

めること、②十分な訓練を受けた弁護士を調停人として関与させること、及び③

この計画におけるインフォーマルな拘束力を持たない性質、である。この計画に

おける以上のような特徴に加え、ある裁判官は、和解週間における調停が成功す

るための重要な点は弁護士の準備にあることを強調した。したがって、その裁判

官と他の地裁裁判官は、当事者に対して和解週間に先立ち調停書面の提出を求め

ている （75）。

　⑵　和解週間についての懸念

　裁判所が和解週間計画について一つの問題点であると考えているのは、秘匿性
(confidentiality)に関する規定である。現在の規定によれば、調停人は和解協議

の内容を完全に秘匿することを求められている。彼らは、裁判所または担当裁判

（74）　Id. at 269.
（75）　Id. at 270.



5

ウェストヴァージニア州北部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価 （2・完 ）

官に対してその協議についてなんらの報告も行わない。ただし、①その協議が開

催されたこと、②和解が成立したかどうか、③追加的な調停が計画されている

か、および④調停人がその事件は裁判官とのステイタス協議または和解協議から

利益を受けると考えるか、それとも通常の審理前手続を継続すべきものと考える

かについては報告がなされる。ある裁判官は、この点が「この計画の最も有益な

特徴の一つである」と述べ、他の裁判官は当事者と弁護士調停人との間の信頼こ

そが最も重要な特徴であると指摘した。それと同時に、数名の裁判官らは、裁判

官が調停セッションの内容をより多く知ることができるならば有益であろうと考

えている。なぜなら、そのようなセッションはその事件の経過に影響を及ぼすこ

とがあるからである。

　訴訟事件を和解協議に付託すべき時期についても、意見の相違が存在してい

る。ある裁判官はしばしばすべてのディスカヴァリが完了する前に事件を付託し

ている一方、2名の裁判官はこのアプローチに反対し、調停セッションを生産的

なものとするためには、当事者が実質的にディスカヴァリを完了して自らの事件

について十分な認識を持つことが必要であると考えている （76）。

　全体として、裁判官らはこの計画が現在果たしている機能について一般的な満

足を示した。ある裁判官は、調停人名簿を拡張すべきであり一層多くの調停人を

承認すべきであると述べた。この裁判官ともう一人の裁判官は、調停人が裁判所

に対して調停セッションについてさらに情報を提供することを認められるべきで

あると述べた （77）。

　⑶　他の裁判所に対する推薦

　法曹団体が小規模であり組織的な性格を持っていることから、和解週間計画が

ウェストヴァージニア州北部地区では特に適切に機能している点についてはすべ

ての裁判官が同意しているが、彼らは他の裁判所に対してもこの計画を推薦する

であろうと述べた。裁判官らは、弁護士が当初からこの計画に関与すること、お

（76） 　和解週間への付託の時期について、拙稿「ウェスト・ヴァージニア州北部地区連邦地
方裁判所における民事司法改革の評価⑴―連邦司法センターによる『和解週間』の評価
を中心として―」駒澤法曹第 1号 63頁（2005年）を参照。

（77）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 270.
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よび特に裁判所がこの計画を支持することが重要であると強調した。ある裁判官

は、「もし何人かの裁判官がこの計画を支持しないと発言したことが明らかにな

れば、この計画はまさに弱体化するであろう」、と述べた。

　裁判官らはまた、この計画に専従する書記官事務所が重要であることを指摘し

た （78）。

３．和解週間の効果に関する弁護士の評価

　和解週間のルールに服した訴訟事件について和解週間が及ぼした効果を判断す

るため、和解週間に参加した弁護士は、この計画についての評価を求められた。

弁護士に送付されたアンケートは、弁護士がこの地区で受任した訴訟事件につい

てこの計画が及ぼした訴訟処理期間および費用上の効果をその内容とするもので

あるが、弁護士らは裁判所に対する満足度についてのその他のいくつかの質問に

も回答を求められた。

　また、回答に応じた多くの弁護士が和解週間に参加しなかったと述べたので、

これらの弁護士が行った訴訟処理期間、費用および満足度についての回答が、和

解週間に参加した弁護士の回答と異なるかどうかの分析が行われた。これらのグ

ループ間での回答の相違点が述べられるが、ある訴訟事件を和解週間に付託する

か否かについては統一的な基準（例えば、訴訟事件の終結時期、事件の類型）が

存在するため、これらのグループを直接比較することはできない点に注意しなけ

ればならない。さらに、上述のように調査の対象となった訴訟事件数が少ないた

め、いくつかの基準に従いこれらの回答について統計上重要な相違があるかどう

かを判断することができない。最後に、以下に述べられる効果は和解週間計画に

関する弁護士の主観的評価を前提としており、かならずしもこの計画の実際の効

果を反映しているものではない （79）。　

　⑴　和解週間セッションへの付託の時期

　裁判官が訴訟事件を和解週間協議に付託す時期は、上述のように裁判官により

（78）　Ibid.
（79）　Id. at 271.
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若干異なっている （80）。表４が示すように、ほとんどの弁護士（回答した弁護士

の 4分の 3）が、付託の時期は適切であったと考えている。セッションが遅すぎ

たと考えた弁護士はなく、また 24％の弁護士がセッションは早すぎて有益では

なかったと考えた （81）。

（表４）
　最初の（または唯一の）和解週間協議の時期に関する弁護士の見解

ウェストヴァージニア州北部地区

最初の（または唯一の）和解週間協議の時期に
関する評価 

各回答を選んだ弁護士の
パーセント（人数＝ 73）

時期が早すぎ有益ではなかった 24.0

訴訟事件の全体からみて適切な時期であった。 76.0

時期が遅すぎ有益ではなかった。  0.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 271(1997).

　回答者の数が少ないため、これらの回答が事件の配てんを受けた裁判官により

著しく異なっているかどうかを判断することはできなかった。しかし、弁護士が

述べた意見によれば、協議の開催が早すぎたと弁護士が考えたほぼすべての事件

において、ディスカヴァリが完了していないか終局的判断を求めるモーションに

ついての裁判がなされていなかった。

　これらの意見がいくつかの事件では和解について障害となっているものを確認

している一方で、これらの意見だけでは一般的にディスカヴァリが完了しまたは

終局的判断を求めるモーションについて裁判がなされた後のみ事件の付託を行う

べきであることを示唆していない。このような結論を導くには、付託のタイミン

グが適切であると考えた弁護士がすでにディスカヴァリを完了しており、終局的

判断を求めるモーションについて裁判を受けていることを確認することが重要で

（80） 　和解週間への付託の時期について、拙稿・前掲注 76駒澤法曹第 1号 63頁（2005年）
を参照。

（81）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 271.
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ある。調査資料によれば、この点はディスカヴァリについては当てはまることが

示唆されている。すなわち、ディスカヴァリが「ほぼ完了した」と述べた弁護士

のうち 87％の者が、和解週間協議は訴訟過程における適切な時期になされたと

述べた一方で、13％の弁護士が協議の開催は早すぎたと述べた。これとは対照

的に、ディスカヴァリが「実質的に完了していない」かまだ開始されていないと

述べた弁護士のうち 42％の者が協議の開催は早すぎたと述べた一方で、58％の

弁護士が付託のタイミングは適切であったと述べた。したがって、和解週間協議

の適切な付託の時期はディスカヴァリの完了と結び付いているように思われる

が、たとえそうであるとしても、なおディスカヴァリを完了していなかった弁護

士のうち 58％の者が和解週間協議は適切な時期に行われたと考えたことは興味

深い （82）。

　⑵　和解週間が和解及び訴訟処理期間に及ぼす効果

　諮問グループおよび裁判所は、当事者に対して通常の場合よりも早期に和解協

議を行うことを要求することにより訴訟処理期間を短縮しようとした。それで

は、この計画は、和解週間協議の時点またはその後の時点においてどの程度この

計画に付託された事件について和解を生じさせたであろうか。表５は、受任事件

の全部または一部が「和解週間手続の結果として」和解したかどうかについての

弁護士の報告を示している （83）。

（表５）
　和解週間が受任事件の和解に与えた影響に関する弁護士の見解

ウェストヴァージニア州北部地区

和解週間が和解に与えた影響についての評価
各回答を選んだ弁護士の
パーセント（人数＝ 72）

和解にはなんらの影響も及ぼさなかった 44.0

事件の全体が、和解週間の結果和解で終了した 39.0

事件の一部が、和解週間の結果和解で終了した 17.0

（82）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 272.
（83）　Ibid.
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　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 272(1997).

　和解週間に参加した事件を担当した弁護士のうち半数をやや上回る数の者が、

受任事件の全部または一部が和解週間手続の結果和解により終結したと報告し

た。他方において、半数に近い弁護士が、和解週間は事件の和解になんらの貢献

もしなかったと報告した。ディスカヴァリと和解週間協議の時期との関係に関す

る先の議論によれば、ディスカヴァリの現状または協議の時期が和解による事件

終結の要因となっていることが示唆されるが、この点を確認することはできな

かった。このような関係は正しいものと思われるが、統計上の重要性を見出すこ

とができなかった （84）。

　和解週間が和解により終結する場合であれその他の方式により終結する場合で

あれ、この事件の終結は事件を和解週間に付託しなかった場合よりも早期にもた

らされたか。和解週間に参加した弁護士に対して、和解週間に付託せずに事件を

解決する場合と比べその手続が訴訟処理期間を増加させたか減少させたかを質問

したところ、表６が示すように、ほぼ半数の弁護士（46％）がこの手続は訴訟

処理期間を短縮させたと考えた。和解週間により事件の全部または一部が和解で

終結した事件を受任した弁護士の方が、和解により終結しなかった事件を受任し

た弁護士と比較してこの手続は処理期間を短縮させたと述べる傾向が大きかっ

た （85）。

（84）　Ibid.
（85） 　実際の訴訟処理期間を調査することにより計画の効果を判断することが妥当とも思わ
れるが、和解週間に付託された事件とそうでない事件とは異なったグループに属する事
件であり、比較を行うことができない。Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 273 n. 
200.
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（表６）
　和解週間が受任事件の終結期間に与えた影響に関する弁護士の見解

ウェストヴァージニア州北部地区

和解週間が受任事件の終結期間に与え
た影響についての評価

各回答を選んだ弁護士のパーセント
（人数＝ 74）

増加した（若干または大幅に） 14.0

なんらの効果もなかった 41.0

減少した（若干または大幅に） 46.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 273(1997).

　詳細に検討すると、和解週間が訴訟処理期間を短縮させたと述べた弁護士のう

ち最も大きな割合の者が、受任事件は和解週間により和解で終結したと述べた弁

護士であった。すなわち、これらの弁護士のうち 70％の者が処理期間の短縮を

報告したのに対して、和解で終結しなかった事件を担当した弁護士の割合は
19％であった。これとは対照的に、和解により終結しなかった事件を担当した

弁護士は、和解週間が訴訟処理期間になんらの影響も及ぼさなかったと報告する

傾向が大きかった。すなわち、72％の弁護士がこのような結果を報告したのに

対して、和解週間により事件が和解で終結した弁護士の割合は 15％であった。

この点で興味深いのは、和解週間により和解で終結しなかった事件を担当した弁

護士のうち少なからぬ数の者（19％）が、なお訴訟処理期間を短縮させたと報

告している点である。また、和解週間により事件が和解で終結したと考えた弁護

士のうち 15％の者が、なお和解週間により訴訟処理期間が増加したと報告した

点も重要である。この増加の原因は明らかではないが、1つの可能性としては、

これらの事件については予定された和解週間に先立ってすでに和解の準備ができ

ていたが、種々の協議が行われたため和解週間まで和解が延期されたことが考え

られる （86）。

（86）　Id. at 273.
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　半数の弁護士が和解週間は訴訟処理期間について積極的な効果を有したと報告

した一方で、表６は少なからぬ数の弁護士が処理期間の増加を報告したことをも

示している。処理期間の増加を報告した弁護士が、弁護士または訴訟事件の特徴

という一定の観点から、処理期間の短縮を報告しまたはなんらの効果もなかった

と報告した弁護士と異なっているかどうか判断するための十分な数の回答は残念

ながら存在しなかった。ディスカヴァリの現状と和解週間が訴訟処理期間に及ぼ

す効果に関する評価との間に関連があるかどうかを調査する十分な数の事件は存

在したが、なんらの関係も見出されなかった。すなわち、弁護士は不完全なディ

スカヴァリにより和解週間が早く開催されすぎたと感じた一方で、彼らは適時の

付託がなされないことにより訴訟処理期間上の遅延を経験したようには思われな

かった （87）。

　和解週間に参加した弁護士のかなりの部分の者が処理期間の短縮を報告した

が、すべての弁護士（和解週間セッションに参加した者と和解週間にまったく付

託されなかった者）が受任事件における訴訟処理期間をどのように評価したかを

調査した結果、双方のグループの大部分の弁護士が訴訟事件は適切な速さで進行

したと考えたことが分かった（表７参照）。和解週間に参加した弁護士の方が参

加しなかった弁護士よりもそのように述べる傾向があったが、2つの理由でこの

結果に一定の意味を持たせることはできない。第１に、カイ二乗分析 (Chi-square 

analysis)があまりにも少数の事件に依存しているため、統計上の重要性を有す

るとしても信頼性が低下するという点である （88）。第２に、二つのグループの訴

訟事件（和解週間に参加したグループと参加しなかったグループ）を直接比較す

ることはできないという点である （89）。

（87）　Ibid.
（88） 　信頼のおける分析としては、カイ二乗分析表上のセル（cells）のうち 20%未満のも
のだけが 5件未満の事件を有することが必要である。今回の分析では、ほぼ 40％のも
のが 5件未満の事件を有していた。Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 274 n. 201.

（89）　Id. at 274.
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　（表７）
　受任事件の訴訟処理期間に関する弁護士の評価

ウェストヴァージニア州北部地区

提訴から訴訟終結までの機関に関する評価
各回答を選んだ弁護士
のパーセント

和解週間に付
託された事件
（人数＝ 74）

和解週間に付
託されなかっ
た事件
（人数＝ 125）

全件
（ 人数＝
199）

訴訟事件は非常に遅く進行した  8.0 10.0 10.0

訴訟事件は、適切な速さで進行した 85.0 74.0 78.0

訴訟事件は非常に早く進行しすぎた  4.0  2.0  3.0

意見なし  1.0 14.0  9.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 274(1997).

　より多くの事件及びより直接に比較しうるグループを用いた一層の分析が欠け

ているが、以上の調査結果によれば、双方のグループの訴訟事件が、大部分の弁

護士が承認できるような形でまず第一に和解週間後に終結し、第二に和解週間に

付託されずに終結したことが示唆される （90）。

　それと同時に、和解週間に参加した弁護士の約半数の者が、回答の調査結果に

よれば和解週間は受任事件について積極的な効果をもったと考えた。これらの弁

護士は、一般的に訴訟事件の和解を通して訴訟処理期間が短縮したと報告した。

その他の大部分の事件においては、和解週間は訴訟処理期間についてなんらの効

果ももたない（また、わずかではあるが有害な効果を有する）ように思われ

る （91）。

（90）　Ibid.
（91）　Id. at 274.
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　⑶　和解週間計画が訴訟の費用に及ぼす効果

　裁判所及び諮問グループは、一層早期の和解が行われることにより当事者が訴

訟に要する費用を節約することができることを望んだ。表８によれば、和解週間

手続を経た弁護士のうち半数の者がこの手続は受任事件における費用を減少させ

たと報告した一方、3分の１の弁護士がなんらの効果も持たなかったと述べ、約

５分の１の弁護士が費用は増加したと述べた （92）。

（表８）
　和解週間が訴訟費用に及ぼした影響に関する弁護士の見解

ウェストヴァージニア州北部地区

和解週間手続が訴訟費用に及ぼした影響に関する
評価

各回答を選んだ弁護士の
パーセント（人数＝ 72）

費用を増加させた 17.0

なんらの効果もなかった 33.0

費用を減少させた 50.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 275(1997).

　さらに分析を行った結果、受任事件の一部または全部が和解週間手続の結果和

解により終結したと報告した弁護士のうち 85％の者がこの計画は費用を減少さ

せたと報告した一方で、和解週間の結果事件が和解により終結しなかったと述べ

た弁護士のうち 6％の者がこの手続は費用を減少させたと述べた。これとは反対

に、受任事件が和解週間において和解により終結しなかったと述べた弁護士のう

ち 35％の者がこの計画は費用を増加させたと報告した一方、受任事件が和解週

間の結果和解により終結したと述べた弁護士のうち 1人が費用の増加を報告し

た。これらの調査結果によれば、この計画が訴訟事件の和解という目標を達成し

（92） 　連邦司法センターは、和解週間に付託された事件を担当した弁護士に対して、もしそ
の事件が和解週間に付託されなかったとすれば依頼人の訴訟費用総額がどの程度の金額
になるかを検討させ、これと比較して和解週間への参加がその事件の訴訟費用を増加さ
せたか、減少させたか、なんらの効果もなかったかを報告するよう求めた。Donna 
Stienstra et. al ., supra note 72 at 275 n. 202.
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た事件ではその事件の当事者の費用は減少したと思われる一方、この計画の結果

和解により終結しなかった事件のいくつかにおいては和解週間への参加により費

用が増加するであろうという点が示唆される。費用が増加する場合、この増加は

ディスカヴァリが不完全であることや和解週間協議が早期に開催されすぎたこと

を原因とするものではないように思われる （93）。

　和解週間協議が訴訟に要する費用を減少させたと弁護士が報告する場合、彼ら

は依頼人の費用が和解週間により減少した額を評価した。評価額は 300ドルか

ら 100,000ドルに及び、中央値は 10,000ドルであった。1事件につき 45ドルの

費用で、和解週間計画は依頼人の費用をかなり節約させることができるように思

われる （94）。

　これとは対照的に、この計画が費用を増加させたと報告した弁護士は、それほ

ど多額な結果を報告しなかった。和解週間により増加した費用についての見積額

は 200ドルから 15,000ドルに及んでおり、中央値は 1,000ドルであった。さら

に、和解週間が費用を増加させると報告した弁護士のうち半数を超える者が、こ

の費用の増加は有意義なものであったと考えると述べた （95）。

　したがって、かなりの割合の訴訟事件における弁護士が、一般に和解週間計画

は依頼人の費用を節約させた（しばしば数千ドル）と報告した。このような結果

は、特にこの計画により和解で終結したと述べた弁護士が担当した事件において

明らかであった （96）。

　和解週間に参加した弁護士の大部分の者が訴訟に要する費用の節約を報告した

が、訴訟の費用に関するすべての弁護士の評価を調査した結果、訴訟処理期間に

関する評価の場合と同様、双方のグループ（和解週間セッションに参加したグ

ループ及び和解週間に付託されなかったグループ）において過半数をはるかに超

える弁護士が、受任事件に要した費用はほぼ適切であったと報告した（表９参

照）。しかしながら、和解週間に参加した弁護士の方が費用がかかりすぎると述

（93）　Id. at 275.
（94）　Ibid.
（95）　Ibid.
（96）　Ibid.
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べる傾向が強かった。このような調査結果は統計上重要な意味を有するが、双方

のグループを比較することができないためなんらかの意義をこのような相違に求

めることは難しい。例えば、和解週間に付託される事件は複雑なまたは錯綜した

事件であり（大部分の事件が訴訟の後半の段階に達した）、この点は和解週間の

付託とは無関係に高額な（または高額すぎる）費用と結びつくであろう （97）。

　　（表９）　　
　提訴から終結までの訴訟費用に関する弁護士の評価

ウェストヴァージニア州北部地区

提訴から終結までの訴訟費用に関する評価
各回答を選んだ弁護士
のパーセント
（人数＝ 215）

和解週間に付
託された事件
（人数 =74）

和解週間に付
託されなかっ
た事件
（人数＝ 124）

全件
（ 人数＝
198）

費用は、本来よりも高額であった 22.0 11.0 15.0

費用は適正な額であった。 70.0 68.0 69.0

費用は、本来よりも低額であった。  7.0  7.0  7.0

意見なし  1.0 15.0 10.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 276(1997).

　しかしながら、前述のように、和解週間に参加した少なからぬ数の弁護士

（17％）が、この計画は訴訟に要する費用を増加させたと感じた。このような

結果は、和解週間が和解により終結しなかった場合にその傾向が大きかった （98）。

　⑷　この計画がモーション及びディスカヴァリに及ぼす効果

　和解週間への付託は多くの事件においてかなり後の段階で（すなわち、2名の

（97）　Id. at 276.
（98）　Ibid.
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裁判官の場合はディスカヴァリの後に）なされるが、和解週間に参加した弁護士

に対してこの手続がディスカヴァリの数量またはモーションの数を増加させたか

または減少させたかについて質問した。表 10が示すように、大部分の弁護士

は、和解週間計画が受任事件におけるディスカヴァリの数量またはモーションの

数になんらの効果も与えなかったと考えた。なんらかの効果があったと考えた弁

護士は、この計画は一般にディスカヴァリの数量およびモーションの数を減少さ

せたと考えた （99）。

（表 10）
モーション及びディスカヴァリについての和解週間の効果に関する弁護士の評価

ウェストヴァージニア州北部地区

正式なディスカ
ヴァリの数量に関
する効果

回答を選んだパー
セント
（人数＝ 74）

モーションの数に
関する効果

回答を選んだパー
セント
（人数＝ 74）

増加した  1.0 増加した  1.0

効果なし 80.0 効果なし 81.0

減少した 19.0 減少した 18.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 277(1997).

　⑸　和解週間が和解協議を促進させた点

　これまでの議論は裁判所及び諮問グループが指摘した三つの主要な目的、すな

わち訴訟処理期間の短縮、訴訟費用の減少、及び訴訟事件の和解に関する和解週

間の効果に焦点をあてたものであった。これらの目標を達成するための重要な方

策は、和解週間において行われる調停セッション (mediation session)である。

諮問グループは、このセッションが和解協議を促進させることを期待した。表
11は、この点に関する弁護士の評価を報告している。

　表が示すように、回答を寄せた弁護士のうち半数を超える者が、この計画は以

（99）　Ibid.
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下のようないくつかの点である程度または非常に有益であることを指摘した。す

なわち、①当事者を和解に向かわせること、②当事者をそれぞれの立場について

一層現実的にさせること、③依頼人が事件の解決に一層関与することを可能にす

ること、④当事者が「自己の言い分を主張する」機会を与えられたこと、及び⑤

訴訟における対立当事者間のコミュニケーションを改善すること、である。した

がって、この計画はいくつかの事件では訴訟処理期間の短縮や訴訟費用の減少に

加えいくつかのより微細な点で有益であると考えられた。和解週間は、少なくと

も当事者を合意の締結に向かわせたこと、および多くの事件では和解週間の開催

よりもかなり早く行われたであろう訴訟事件のスケデュールを当事者が立てるこ

とを援助する点で有益であると考えられた。

　また、当事者を和解に向かわせる点で重要なものとして、依頼人の出頭が挙げ

られた （100）。ほぼすべての弁護士がほとんどの事件で依頼人自らが出頭したと報

告した。これらの弁護士のうち 70％の者が依頼人の出頭は「事件の解決に役立っ

た」と述べた一方で、それ以外の 30％の者はなんらの効果も存在しなかったと

述べた。依頼人の出頭が事件の解決を妨げたと述べた弁護士はいなかった （101）。

（表 11）
　和解週間手続が有益であった点に関する弁護士の評価

ウェストヴァージニア州北部地区

和解週間手続が有益であった点
各回答を選んだ弁護士のパーセント

（人数＝ 73）

非常に
有益

ある程
度有益

若干有
益

全く
無益

当事者を和解に向かわせること 34.0 30.0 14.0 22.0

当事者が、各自の立場をより現実的に
みるよう促すこと

26.0 38.0 22.0 14.0

（100） 　和解週間手続への依頼人の参加について、拙稿・前掲注 76駒澤法曹第 1号 64頁
（2005年）を参照。

（101）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 277.
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依頼人を、彼らの事件の解決により一
層関与させること

25.0 32.0 24.0 19.0

当事者に「自らの言い分を主張する」
機会を与えること

23.0 33.0 30.0 14.0

相対立する立場にある者の間でのコ
ミュニケーションを改善すること

22.0 36.0 27.0 15.0

事件についての中立的な評価を提供す
ること

18.0 25.0 36.0 22.0

自己の依頼人の主張について、論拠の
十分な点や薄弱な点を確認することが
できること

15.0 23.0 38.0 23.0

当事者が、事実審理またはモーション
ではもたらされないであろう解決策を
探ることができること

11.0 17.0 31.0 42.0

相手方の主張について、論拠の十分な
点や薄弱な点を確認することができる
こと

10.0 30.0 40.0 21.0

訴訟の争点を明確化しまたは限定する
こと

10.0 29.0 30.0 32.0

当事者間の関係を維持すること  9.0 13.0 32.0 47.0

当事者を合意締結に向かわせ、かつ
（または）当該事件における一定の争
点を排除する方向に向かわせること

 1.0 13.0 24.0 63.0

当事者が、審理計画や、ディスカヴァ
リ、モーションの計画を立てることに
役立つこと

 0.0 15.0 18.0 67.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 278(1997).
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　⑹　和解週間に関する満足度

　和解週間が訴訟処理期間、費用及び和解に及ぼす効果は重要な考慮要素である

一方で、弁護士がこの手続に満足しまたこれを公正なものと考えるかどうかもま

た重要である （102）。

　和解週間に要する費用とこれがもたらす利益との比較を求められたとき、回答

を寄せた 74名の弁護士のうち 76％の者がその利益は費用を上回ると指摘した一

方で、24％の弁護士が反対の意見を述べた。この手続が有益であると考えた弁

護士は、彼らの回答について説明を求められた際事件が和解したか和解に向けて

進行し、または当事者の直接の会合が当事者を和解協議に従事させるのに非常に

役立ったと報告した。他方において、費用が利益を上回ったと考えた弁護士は、

当事者の一方が事件について和解する意思がなかったため、その手続は時間の浪

費に終わったと報告することが多かった （103）。

　さらに和解週間に付託された事件を受任した弁護士は、その事件で実施された

和解週間手続にどの程度満足しているか、及び和解週間において使用された手続

が依頼人に対してどの程度公正なものと考えるかについて評価した。表 12によ

れば、圧倒的多数の弁護士が和解週間手続に満足しており、またこれを上回る弁

護士がこの手続は公正であると考えた（それぞれ 80％及び 89％）ことが示され

ている。和解週間手続の結果事件が和解により終結したと報告した弁護士の方

が、事件が和解により終結しなかったと報告した弁護士よりも満足度が高かった

と報告した（前者が 90％であるのに対して後者は 74％）が、これらの相違が統

計上有意義なものであるかどうかを判断するための事件数は十分ではなかっ

た （104）。

（102）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 278.
（103）　Id. at 279.
（104）　Ibid..
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（表 12）
　和解週間手続の満足度に関する弁護士の評価

ウェストヴァージニア州北部地区

手続に対する満足
度

各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 74）

手続の公正さ
各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 73）

非常に満足 43.0 非常に公正 67.0

ある程度満足 37.0 ある程度公正 22.0

あまり満足できな
かった

15.0 あまり公正でな
かった

 7.0

非常に満足できな
かった

 5.0 非常に公正でな
かった

 4.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 279(1997).

　表 12によれば、和解週間に参加した弁護士のうち大多数の者が、この手続に

満足しかつこの手続が公正なものであると考えたことが明らかである。書面によ

る弁護士のコメントがこのような調査結果を裏打ちした。これらのコメントにお

けるいくつかの論点、すなわち和解週間が費用を節約しかつ和解を促進するとい

う点は、次のようなコメントに表れている。すなわち、「私は、和解週間は明確

なまさに必要とされる援助を与えると考える。この計画は、当事者が迅速にかつ

事実審理に必要な時間と弁護士費用をかけずに双方の相違点を解決するよう援助

する。和解協議がスケデュールされるまでには、ディスカヴァリが完了し各当事

者が十分に自らの主張の長所や弱点を認識している。この手続を裁判所制度から

排除してはならない。我々は明らかにこの手続を必要としている」（105）。

　多くの意見が肯定的なものである一方、数名の弁護士がこの計画の問題点また

は改善点をも指摘した。前述された付託の時期及びディスカヴァリの現状の点に

（105）　Ibid.
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加え、数名の弁護士が懸念を示したさらに二つの点は、調停人の資質の点と何人

かの当事者が誠実に協議を行わなかったという点である。これらの懸念は、次の

ような意見に表れている。すなわち、「私が批判したい唯一の点は、調停による

和解が機能するには実施責任が存在しなければならないという点である。もし当

事者の一人または双方が誠実にこの手続に参加しなければ、誠実に参加する当事

者はなんらの利益を得ることなくみずからの交渉上の地位を危険にさらしてしま

うのである。調停人は自らの責任を一層自覚しなければならないのであり、単に

誠実な交渉を求めるのではなく要求しなければならないのである」。もう一人の

弁護士は次のように指摘した。すなわち、調停人は「当事者に真の争点を確認さ

せ、真摯に交渉させようとする意思を欠いている。調停人らはまた当事者が歩み

寄っているようにみえる場合でさえ、その会合を終結させてしまおうとしてき

た」のである （106）。

　これらの意見は非常に説得力があるものの、これらについては全体の中でその

位置付けがなされるべきであろう。表 12が示すように、大多数の弁護士が和解

週間計画における経験に満足したのである。これらの意見は、大多数の弁護士が

満足し少数の弁護士が満足しなかった理由を理解するのに役立つ （107）。

　⑺　事件の結果と裁判所の事件管理に関する満足度

　弁護士が受任した事件が和解週間に付託されたかいなかにかかわらず、弁護士

はその事件の結果および裁判所が事件管理のために使用した訴訟手続に関する全

体的な満足度についていくつかの質問を受けた。表 13に示されるように、大部

分の弁護士（78％）が訴訟事件の結果に満足しており、さらに若干高い割合の

弁護士（83％）がその結果は公正であると考えた （108）。

（106）　Id. at 280.
（107）　Ibid.
（108）　Ibid.
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（表 13）
訴訟の結果に関する弁護士の満足度
ウェストヴァージニア州北部地区

結果に対する満足
度

各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 214）

結果の公正さ
各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 210）

非常に満足 54.0 非常に公正 56.0

ある程度満足 24.0 ある程度公正 27.0

あまり満足できな
かった

12.0 あまり公正でな
かった

 9.0

非常に満足できな
かった

10.0 非常に公正でな
かった

 9.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 280(1997).

　さらに分析を行った結果、和解週間事件を担当した弁護士の方が、和解週間に

関与しなかった弁護士と比較してその結果に満足したと報告した割合が若干高く

（それぞれ 82％および 76％）、また和解週間事件を担当した弁護士の方が非常

に不満足であると報告した割合が低かった（それぞれ 3％および 14％）。このよ

うな関係は、事件の結果の公正さに関する評価には当てはまらなかった。この点

に関連して、二つのグループの事件を直接には比較することができない点に再度

注意しなければならない。例えば、もし和解週間に付託されなかった事件が和解

週間に移行したとすればそれらの事件が一層満足のいくものとなっていたと推論

することはできないし、また和解週間事件が和解週間に進行しなかったとすれば

満足度はより低下したと推論することもできないのである （109）。

　予想されたように、何人かの弁護士は受任した事件の結果に満足しなかった一

（109）　Ibid.
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方で、この意見は必ずしも彼らの事件がどの程度適切に管理されたかについての

認識を左右するものではなかった。表 14から分かるように、一層大多数の弁護

士が受任事件に関する裁判所の管理に満足しまたそれは公正であると述べ（それ

ぞれ 88％および 86％）、約 60％の弁護士が非常に満足していると述べた。これ

らの評価は、和解週間に参加した弁護士と参加しなかった弁護士との間で異なら

なかった （110）。

（表 14）
受任事件についての裁判所の事件管理に関する弁護士の満足度

ウェストヴァージニア州北部地区

事件管理に対する
満足度

各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 214）

事件管理の公正さ
各回答を選んだ弁
護士のパーセント
（人数＝ 212）

非常に満足 58.0 非常に公正 61.0

ある程度満足 30.0 ある程度公正 25.0

あまり満足できな
かった

8.0 あまり公正でな
かった

10.0

非常に満足できな
かった

5.0 非常に公正でな
かった

 5.0

　Reproduced from Donna St ienst ra et  al ., Report  t o Judicial  Conf erence on Court 

Administration and Case Management, A Study of  the Five Demonstration Program Establ ished 

under the Civil  Justice Reform Act of 1990, 281(1997).

　したがって、この裁判所で活動する弁護士は、その訴訟事件の終結形態がどの

ようなものであれ一般的に受任事件に関する裁判所の管理に満足しているように

思われる。それと同時に、和解週間に付託された事件を担当した弁護士のうち約

半数の者が、この計画は有益な援助すなわち例えば訴訟事件を和解に導き、当事

者をより現実的にさせ、また訴訟費用を減少させるという援助を提供した。さら

に、和解週間に参加した弁護士のうち大多数の者が、この手続に満足しておりか

（110）　Id. at 281.
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つそれは公正であると考えた （111）。

４．取扱事件数からみた和解週間の効果

　和解週間計画の効果に関するもう一つの見方は、デモンストレーション計画実

施後における裁判所の民事事件取扱件数の状況を調査することである。しかし、

このような分析が和解週間の効果を十分に指し示していないと思われる多くの理

由が存在している。

　まず第１に、和解週間の効果について調査を開始する時点（もしそれがあると

すれば）を正確に確定することは困難である。和解週間はデモンストレーション

期間の開始前に何度が開催されており、また最近まで裁判所の計画が予想したほ

ど頻繁には開催されなかった。開始時点が存在しなければ、どの時点で効果の測

定を始めるべきかを決定することができない。

　第 2に、裁判所における刑事事件取扱件数と裁判官数は、和解週間計画とは別

個に民事事件の終結数に影響を及ぼすであろう。刑事事件取扱件数はこの裁判所

ではデモンストレーション期間開始前において一般に多く、デモンストレーショ

ン期間開始後 1年間はさらに高い水準に達した。その後、刑事事件取扱件数はよ

り低い水準に達した。デモンストレーション期間の当初裁判所は 1名の裁判官職

を得たが、裁判官職の長期の空席および裁判官の病気による影響を受けた。

　第 3に、裁判所は、民事司法改革法に基づいて 6ヵ月を超えて判断が示され

ていない申立てならびに事件及び 3年を超えて係属中の事件について、裁判官の

氏名と事件名を公表することを求められた。この点もまた、おそらく取扱件数の

状況に影響を及ぼしたものと思われる。

　言い換えれば、もし訴訟事件数の表示において変化が認められるとしても、そ

のような変化について行うことのできるいくつかの説明を明確に区別することは

できないであろう。このような点に十分留意した上で、和解週間の対象となりう

る訴訟事件についての取扱件数上の傾向を指し示している図１を検討することと

する （112）。

（111）　Id. at 281.
（112）　Id. at 282
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　図１によれば、裁判所は 1988会計年度に提訴数を十分上回る事件を終結させ

ていることが示されている。さらに、これらの事件は、その終結期間の中央値お

よび平均値がいずれも高いことから古い未済事件であった。どのような原因でこ

のような多くの古い未済事件が終結したのかは明らかではないが、1987年から
1988年において利用された和解週間が、この時期に訪問裁判官 (visiting judge)

がかなり利用されたことと併せてこれらの未済事件の終結に貢献したのかもしれ

ない。

　その後係属事件及び終結事件の平均期間は低下し続けるが、これはおそらく提

訴数の上昇によるものであろう。なぜなら、多くの新規事件が裁判所の取扱事件

数に含まれることにより、その期間が引き下げられたからである。1994年にお

ける提訴数の減少とともに、係属事件の平均値及び終結事件の中央値が上昇して

いる。これは、新規事件が裁判所の取扱事件に加えられなかったため、古い未済

事件の割合が維持されたことによる。

　図１はまた、89会計年度から 92会計年度の間に提訴数が増加するのに応じ

て、裁判所がこれに合わせて適切に業務を行ったことをも示している。これはお

そらく和解週間による援助があったことと、刑事重罪事件の数が 1980年代と比

較して少なかったことによるものであろう。1993年における終結事件の減少は

裁判官の病気によるものと思われ、また 94会計年度から 95会計年度までの終

結事件の増加は、おそらく提訴数の減少により裁判官が未済事件の遅延を解消す

ることができたからであろう。

　最近の会計年度すなわちデモンストレーション期間の開始から 4年後の時点に

おいて、裁判所における訴訟事件の終結期間の中央値はその期間の当初の時点よ

りも低下した。すなわち、4年前は 12カ月であったのに対して現在では約 10カ

月である。しかしながら、総じてこの裁判所の取扱件数に関する動向の調査につ

いては多くの要因が影響を及ぼしていることが明らかであり、和解週間のみの効

果を示すことは困難である。和解週間が 1987年及び 1988年に初めて使用され

たとき、裁判所はこの計画により古い未済事件の数を減少させることができ、ま

た 1990年代の前半において裁判所がこの計画により増加する事件数に対応する

ことができたように思われるが、その他のいくつかの点からも説明が可能である
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ことに照らせば、このような結論は確定的なものとはいえないであろう （113）。

　D．わが国に与える示唆
１．ウェストヴァージニア州北部地区連邦地裁における「和解週間」計画の効

果

　ウェストヴァージニア州北部地区連邦地裁における「和解週間」計画とは、以

上に概観してきたように、一定期間を区切り、提訴されたすべての民事訴訟事件

について、原則として和解を目的とした調停手続を経ることを当事者に義務づけ

る、提訴後の訴訟内調停前置を内容とした手続であった （114）。この手続の目的

は、訴訟処理期間を短縮し、また訴訟費用を減少させることであり、その目的を

実現するには、当事者を和解に向かわせること、当事者を一層現実的にさせるこ

と、依頼人を一層自らの事件に関与させること、当事者に自らの言い分を主張さ

せること、および当事者間のコミュニケーションを改善させることが必要となる

が、そのための手段として和解週間における調停セッションを実施しているので

ある （115）。そして、連邦司法センターの行った調査によれば、和解週間に参加し

たほぼ半数の弁護士が、和解週間は訴訟処理期間を短縮したと述べ、またこの計

画に付託された事件を担当した約半数の弁護士が、この計画は受任事件の費用を

減少させたと述べており、この計画が達成しようとした目的は、少なからず実現

されていると考えることができる。

２．訴訟手続とADR手続の連携の重要性

　以上のようなウェストヴァージニア州北部地区における和解週間手続のよう

に、民事訴訟における訴訟処理期間の短縮と訴訟費用の減少という目的の点か

ら、まず第１に、訴訟手続と ADR手続とを自動的に連携させるという方策をと

（113）　Ibid.
（114） 　この点について、拙稿「ウェスト・ヴァージニア州北部地区連邦地方裁判所におけ
る民事司法改革の評価 （1）―連邦司法センターによる『和解週間』の評価を中心として
―」駒澤法曹第 1号 47頁以下（2005年）を参照。

（115）　Donna Stienstra et. al ., supra note 72 at 277.
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ることにより、これらの目的を実現しようとする方法が考えられる （116）。これに

対して、第２に、同州民事訴訟地方規則が定めるように、提訴後に裁判所と当事

者との間において開催されるスケデューリング協議期日（事件管理協議期日）に

おいて、裁判所が同州地方規則の定める代替的紛争解決手続を利用するかどうか

を当事者に検討させ、これに基づいて当事者に一定の ADR手続を利用させると

いう方策をとることにより、上記の目的を達成するという方法が考えられ

る （117）。そして、後者のような訴訟手続と ADR手続との連携の方式は 1998年に

制定された連邦 ADR法により採用されかつ要求されているものであり、この法

律によれば、全米の各連邦裁判所は、その地方規則に基づいて、すべての民事訴

訟の当事者に対して、訴訟の適切な段階で ADRの利用を検討するよう求めなけ

ればならないと定めている （118）。この連邦 ADR法は、民事裁判における訴訟の

遅延と費用の減少を目的として 1990年に制定された民事司法改革法に基づい

て、7年間の連邦裁判所の実務における実験的な成果を検証した上で制定された

ものである （119）。このように、提訴後に当事者に対して ADRの利用を検討すべ

き義務を定めることにより、民事訴訟手続（裁判所における事件管理協議）と
ADR手続とを連携させることは、訴訟処理期間の短縮と訴訟費用の減少に対し

て大きな効果をもたらすことは明らかであるように思われる。

３．第 1回口頭弁論期日、進行協議期日、または争点整理期日におけるADR

検討義務の必要性

　そこで、わが国の民事訴訟手続においても （120）、なんらかの形でこのような当

（116）　拙稿・前掲注 114駒澤法曹第 1号 56頁以下参照。
（117） 　See Local  Rul es of  Civil  Procedure 16. 01(b) of  the United States District Court for the 

Northern District of  West Virginia (2003) [hereinafter LR Civ P]. 拙稿・前掲注 114駒澤
法曹第 1号 67頁。

（118） 　See Alternative Dispute Resolution Act of 1998, Pub. L. No. 105-315, 3, Oct. 30, 1998, 
112 Stat. 2993. アメリカにおける ADRの状況について、山田文「アメリカにおける
ADRの実情（上）（下）」NBL718号 40頁以下、720号 71頁以下（2001年）を参照。

（119） 　See Judicial Improvements Act of 1990, tit. I, Pub. L. No. 101-650, 104Sta. 5096 (as 
amended Pub. L. No. 104-317,§608, Oct. 19, 1996, 110Stat. 3860).

（120） 　なお、最近のわが国における ADR制度の動向について、特集「新しい ADRの世界
をみる」法学セミナー 631号 16頁以下（2007年）を参照。また、ADRの理念的根拠
やわが国での ADR運用上の諸問題について、和田仁孝編『ADR―理論と実践―』2頁
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事者の ADR利用検討義務というものを採用することが妥当ではないかと考え

る。わが国の現行法においては、民事訴訟手続と ADR手続との連携を図る制度

として、まず第１に、当事者が訴え提起の前に調停の申立てをしなければならな

いとする、民事調停法および家事審判法の定める調停前置主義の制度（民事調停

法 24の 2第 1項、家事審判法第 18条）を挙げることができる。第２に、受訴

裁判所が係属中の民事訴訟事件を職権により民事調停手続に付することができる

ものとされている、受訴裁判所の職権による付調停の制度がある（民事調停法第
20条、家事審判法第 19条）。また第３に、近時制定施行された裁判外紛争解決

制度の利用の促進に関する法律によれば、当事者間に訴訟が係属する場合に、当

該紛争について認証紛争解決手続が実施されている等のときは、受訴裁判所は、

当事者の共同の申立てがあるときは、4月以内の期間を定めて訴訟手続を中止す

る旨の決定をすることができると定める（裁判外紛争解決制度の利用の促進に関

する法律第 26条 1項）（121）。そして、以上のような現行法上の諸制度に加え、第

４に、提訴後において当事者が一定の ADRの利用を検討しなければならないと

する当事者の ADR利用検討義務をわが国の民事訴訟手続においても採用するこ

とが適切であると考える （122）。そしてこのような当事者の ADR利用検討義務を

採用するものとした場合、当事者が ADRの利用を検討すべき時期が問題となる

が、アメリカの民事訴訟手続では裁判所と当事者が訴訟のスケデュール等につい

て協議を行うスケデューリング協議期日（事件管理協議期日）において当事者が
ADRを利用するかどうかの検討を行うべきものとされている。この点で注目さ

れるのが、近時わが国において新設された計画審理の制度である。すなわち、ま

ず、一般的（原則的）な訴訟進行上の指導概念として、裁判所及び当事者は、適

正かつ迅速な審理の実現のため、訴訟手続の計画的な進行を図らなければならな

以下（有斐閣、2007年）を参照。
（121） 　平成 16年法律第 151号。この法律の詳細については、内堀宏達『ADR法（裁判外
紛争解決手続の利用の促進に関する法律）概説とＱ＆Ａ』3頁以下（商事法務、2005
年）、及び小林徹『裁判外紛争解決促進法』3頁以下（商事法務、2005年）を参照。

（122） 　これに関連して、すでに山本和彦「ADR基本法に関する一試論」ジュリ 1207号 28
頁（2001年）は、紛争当事者の責務としては、ADRによる解決を検討する責務や相手
方の申出に誠実に対応する責務、ADR機関の事実調査等に協力する責務等を規定する
ことが考えられるとの指摘をされている。
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いと規定された（民訴 147条の 2）。次に、裁判所は、審理すべき事項が多数で

あり又は錯綜しているなど事件が複雑であることその他の事情によりその適正か

つ迅速な裁判を行うため必要があると認められるときは、当事者双方と協議を

し、その結果を踏まえて審理の計画を定めなければないないと定める（民訴 147

条の 3）。そこで、わが国では、当事者が裁判所において適正かつ迅速な審理を

実現するため審理計画を定める期日において、具体的には、例えば第１回口頭弁

論期日、進行協議期日（民訴規則第 95条）、または弁論準備手続期日（民訴第
168条）等の争点整理手続期日の期日等において、当事者が ADRの利用を検討

することを義務づけることが妥当であると解する （123）。

４．複数のADRの利用可能性

　上述のように、わが国では、当事者が裁判所において審理計画（民訴 147条

の 2、147条の 3）を定める期日、具体的には、第１回口頭弁論期日、進行協議

期日、または弁論準備手続期日（争点整理手続期日）等において ADRの利用可

能性について検討することを義務づけることが妥当であると考える場合、さらに

検討の対象となる ADR手続を多様化することが妥当であると考える。なぜなら

ば、検討の対象となる ADR手続を多様化することにより、当事者が ADRの利

用について検討する場合に、自らのニーズに最も適した ADR手続を選択するこ

とが可能となり、またそれによって当事者により主体的に ADR手続の利用と選

択を検討させることにより一層 ADR手続の利用を効果的なものとすることがで

きるからである。この点について注目されるのが、近時制定された裁判外紛争解

決制度の利用の促進に関する法律である （124）。この法律によれば、法務大臣の認

証を受けた認証紛争解決事業者は、さまざまな裁判外の認証紛争解決手続を提供

（123） 　計画審理の制度は、民事訴訟の迅速な進行を目的として平成 15年の民事訴訟法の改
正により採用されたものであり、この制度と当事者の ADR利用検討義務とを結合させ
ることができるならば、より一層迅速かつ低廉な民事訴訟の進行を可能とするであろ
う。民事訴訟における計画審理の制度については、高橋宏志「民事訴訟法改正・人事
訴訟法改正」自正 54号 50頁以下（2003年）を参照。

（124） 　裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律の施行をめぐる諸問題について、特
集「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律の施行」法律のひろば第 60巻 3号
４頁以下（2007年）参照。
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することができるものとされている （125）。そこで、ADR利用検討義務の対象とな

る ADR手続には、裁判所付属の ADR手続（民事調停手続等）に加え、仲裁手

続、及び民間の認証紛争解決事業者が提供する様々な民間の認証紛争解決手続を

も含めることにより、当事者が自らのニーズに合致した ADR手続の利用と選択

を検討することができるとともに、より主体的に ADR手続の利用及び選択を検

討させることにより、ADR手続の利用を一層促進させることができると解す

る （126）。

５．当事者間の会合協議におけるADR検討義務の必要性

　アメリカの民事訴訟手続では、わが国の民事訴訟手続とは異なり、当事者は訴

えの提起後に、裁判所でのスケデューリング協議（事件管理協議）の前にあらか

じめ当事者間において会合協議を行い（当事者の会合協議義務）、そこで協議さ

れた事項についての報告書面（共同の事件管理書面）をスケデューリング協議期

日の前にあらかじめ裁判所に提出することを要求されている （127）。このような当

事者の会合協議義務及び共同の事件管理書面の制度は、重要事項についての当事

者間における早期の共通認識の形成を可能とし、訴訟の迅速な進行にきわめて大

きな効果を有するものと評価されている （128）。そして、この当事者の会合協議義

務の対象となる事項には、ディスクロージャーやディスカヴァリの期限の設定等

の訴訟の計画的な進行の方法や、重要な争点についての検討に加え、ADR手続

（125） 　裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第２条、5条。また、同法第 27条に
よれば、民事調停法及び家事審判法上の調停前置主義の適用を受ける事件について、
認証紛争解決手続が実施されかつ和解が成立しなかったときは、調停前置主義の適用
を受けないものとされているが、これも、調停前置主義との関係における ADR手続の
多様化の現れと考えることができる。

（126） 　例えば、カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判所では、ADRに関してマルティ・
オプション計画が採用されており、当事者は、数種類の ADRの方式（調停、仲裁、早
期中立的評価、及び民間 ADR）の中から自己のニーズに合った ADRを選択することが
できるものとされている。この点について、拙稿「カリフォルニア州北部連邦地方裁
判所における民事司法改革の評価―連邦司法センターによる ADR及びマルティ・オプ
ション計画の評価を中心として―」国士舘法学第 32号 1頁以下（2000年）を参照。

（127） 　See LR Civ P 16.01.この点について、拙稿・前掲注 114駒澤法曹第 1号 65頁以下参
照。

（128） 　この点について、拙稿「カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判所における民事地
方規則の改正について」国士舘法学第 33号 63頁以下（2001年）を参照。



32

駒澤法曹第 4号（2008）

の利用可能性についての検討が含まれている。このように、ADR手続の利用可

能性についての検討を、裁判所におけるスケデューリング協議期日（審理計画期

日）の前にまず当事者間において行わせることができるならば、当事者に対して
ADR手続の利用可能性に関する問題を慎重に検討する機会を十分に与えること

ができると同時に、この問題に関する当事者間での共通認識を一層早期に形成さ

せることができ、それにより訴訟期間の短縮と訴訟費用の減少を一層促進させる

ことができると考える。


